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平成 20 年 10 月 17 日 
各  位 
 

会 社 名 メディカル・ケア・サービス株式会社 
代 表 者 の 役 職 氏 名 代表取締役社長 山﨑 千里 

              （コード番号 ２４９４ 名古屋証券取引所セントレックス市場） 
           問 合 せ 先 取締役管理本部長 石塚 明 
           T E L (048) 651－6700 
 

（訂正）平成 20年８月期 決算短信の一部訂正について 
 
平成 20 年 10 月 14 日に開示いたしました「平成 20 年８月期 決算短信」の一部に訂正を

要する箇所がありましたので、下記のとおり訂正いたします。訂正箇所には＿＿線を付して

表示しております。 
 

記 
 
 
（35 ページ） 

注記事項 
 （税効果会計関係） 

 
【訂正前】   【訂正後】  

当連結会計年度 
（自 平成 19年９月１日 

至 平成20年８月 31日） 

 当連結会計年度 
（自 平成 19年９月１日 

至 平成20年８月 31日） 
２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 
 ２ 法定実効税率と税効果適用後の法人税等の負担と

の差異の原因となった主な項目別の内訳 
     
法定実効税率 40.4％  法定実効税率 40.4％ 

（調整）   （調整）  
交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0％  交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0％ 
住民税均等割額 18.6％  住民税均等割額 19.0％ 
評価性引当額 △34.9％  評価性引当額 △35.6％ 
のれん償却額 5.1％  のれん償却額 5.2％ 
その他 2.0％  その他 △1.2％ 
税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.2％  税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.8％ 
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注記事項 
 （重要な後発事象） 

 
【訂正前】 

 
当連結会計年度（自 平成 19年９月１日 至 平成 20 年８月 31 日） 

        該当事項はありません。 
 

【訂正後】 
 

当連結会計年度（自 平成 19年９月１日 至 平成 20 年８月 31 日） 

        当社は、平成20年９月１日をもって、連結子会社の有限会社アイクリエイトを吸収

合併いたしました。 

①合併の目的 

介護施設を運営する連結子会社の経営を統合することにより、経営の合理化を図る

ことを目的とします。 

②合併の要旨 

ａ合併の日程 

合併決議取締役会 平成20年６月17日 

合併効力発生日  平成20年９月１日 

ｂ合併方式 

メディカル・ケア・サービス株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、有限会

社アイクリエイトは解散致します。ただし、存続会社の資本金は従来と変更なく

8億6,975万円といたします。 

ｃ合併比率 

合併当事会社は当社および当社の100%子会社であるため、合併比率の取り決めは

ありません。 

③被合併会社の概要 

商 号 有限会社アイクリエイト 

主たる事業内容 介護事業 

設立年月日 16年10月19日 

本店所在地 静岡県袋井市堀越二丁目14番地の１ 

代表者 山﨑 千里 

売上高 45,712千円 

当期利益 △6,537千円 

資産の額 19,193千円 

負債の額 10,679千円 

純資産の額 8,513千円 

従業員数 19人 

④実施した会計処理の概要 

共通支配下の取引によっております。 

⑤当社業績に与える影響 

合併による、平成21年8月期事業年度に与える影響は、約17百万円が特別損失に計

上されると見込まれます。 
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注記事項 
 （重要な後発事象） 
 

【訂正前】 
 

当事業年度（自 平成 19 年９月１日 至 平成 20年８月 31 日） 

 

        当社は、平成20年６月17日開催の取締役会において、平成20年９月１日をもって、

連結子会社の有限会社アイクリエイトを吸収合併することを決議いたしました。 

①合併の目的 

介護施設を・・・ 
④当社業績に与える影響 

合併による、平成21年8月期事業年度に与える影響は、約23百万円が特別損失に計

上されると見込まれます。 

 
【訂正後】 

 
当事業年度（自 平成 19 年９月１日 至 平成 20年８月 31 日） 

 

        当社は、平成20年９月１日をもって、連結子会社の有限会社アイクリエイトを吸収

合併いたしました。 

①合併の目的 

介護施設を・・・ 
④実施した会計処理の概要 
 共通支配下の取引によっております。 
⑤当社業績に与える影響 

合併による、平成21年8月期事業年度に与える影響は、約23百万円が特別損失に計

上されると見込まれます。 

 
 

以  上 



 

平成20年8月期 決算短信 

平成20年10月14日 

（百万円未満切捨て） 

上場会社名 メディカル・ケア・サービス 上場取引所 名 
コード番号 2494 URL http://www.mcsg.co.jp/
代表者 （役職名） 代表取締役社長 （氏名） 山崎 千里
問合せ先責任者 （役職名） 取締役管理本部長 （氏名） 石塚 明 TEL 048-661-2263

定時株主総会開催予定日 平成20年11月27日 配当支払開始予定日 未定

有価証券報告書提出予定日 平成20年11月27日

1.  20年8月期の連結業績（平成19年9月1日～平成20年8月31日） 

 

(2) 連結財政状態 

 

(3) 連結キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 連結経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年8月期 8,711 16.5 258 162.4 241 144.7 97 ―
19年8月期 7,480 37.2 98 △62.9 98 △61.0 △144 ―

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり当期

純利益
自己資本当期純利益率 総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

20年8月期 6,831.12 ― 11.3 7.6 3.0
19年8月期 △10,116.92 ― △16.3 3.4 1.3

（参考） 持分法投資損益 20年8月期  ―百万円 19年8月期  ―百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

20年8月期 3,424 978 27.0 64,573.02
19年8月期 2,984 856 27.0 56,317.51

（参考） 自己資本  20年8月期  923百万円 19年8月期  805百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

20年8月期 246 △424 68 577
19年8月期 △172 △157 194 687

2.  配当の状況 

 

1株当たり配当金 配当金総額（年
間）

配当性向
（連結）

純資産配当
率（連結）（基準日） 第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 年間

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

19年8月期 ― ― ― ― ― ― ― ―
20年8月期 ― ― ― ― ― ― ― ―

21年8月期 
（予想）

― ― ― ― ― ――― ― ―――

3.  21年8月期の連結業績予想（平成20年9月1日～平成21年8月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率） 

 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期連結累計期間 4,800 14.1 120 122.2 100 127.3 50 ― 3,496.50
通期 10,000 14.8 450 74.4 400 66.0 250 157.7 17,482.52



4.  その他 
(1) 期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）  有  

（注）詳細は、５ページ「企業集団の状況」をご覧ください。  

(2) 連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更に記載されるもの） 

（注）詳細は、18ページ「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」をご覧ください。  

(3) 発行済株式数（普通株式） 

（注）１株当たり当期純利益（連結）の算定の基礎となる株式数については、42ページ「１株当たり情報」をご覧ください。  

新規 2 社 （ 社名 ） 除外 1 社 （ 社名 ）

① 会計基準等の改正に伴う変更 有
② ①以外の変更 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 20年8月期 14,300株 19年8月期 14,300株
② 期末自己株式数 20年8月期 ―株 19年8月期 ―株

（参考）個別業績の概要 

1.  20年8月期の個別業績（平成19年9月1日～平成20年8月31日） 

 

(2) 個別財政状態 

  

(1) 個別経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

20年8月期 4,532 29.4 228 ― 221 ― 100 ―
19年8月期 3,501 15.0 △33 ― △27 ― △227 ―

1株当たり当期純利益 潜在株式調整後1株当たり当期純利益
円 銭 円 銭

20年8月期 7,060.77 ―
19年8月期 △15,914.72 ―

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

20年8月期 2,932 930 31.7 65,054.39
19年8月期 2,622 808 30.8 56,569.23

（参考） 自己資本 20年8月期  930百万円 19年8月期  808百万円

2.  21年8月期の個別業績予想（平成20年9月1日～平成21年8月31日） 
（％表示は通期は対前期、第2四半期累計期間は対前年同四半期増減率） 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定要素を含んでおります。実際の業績等は、業況の変化等により、上
記予想数値と異なる場合があります。  

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期純

利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期累計期間 2,600 21.2 100 138.1 80 116.2 50 ― 3,496.50
通期 5,500 21.4 350 53.5 300 35.7 240 140.0 16,783.22



１．経営成績
(1）経営成績に関する分析

　当連結会計年度（平成19年９月１日～平成20年８月31日）における我が国の経済状況は、原油価格の高止まりに起

因する原材料価格の高騰、サブプライムローン問題に端を発する米国経済の減速懸念及び急激な円高の進行等により、

堅調な企業収益にも足踏みが見られました。それと同時に個人の消費動向も減速傾向が見られ、景気の先行きに不透

明感が増す中で推移いたしました。

　介護業界におきましては、慢性的な人員不足から採用コストが増大し、業績を悪化させるケースや事業継続が困難

となり事業所を閉鎖するケースも見受けられてきております。

　このような状況のもと当社グループは、主力事業である認知症対応型共同生活介護事業（グループホーム）を中心

に積極的に事業展開いたしました。

　まず、平成19年10月に埼玉地区で「愛の家グループホーム岩槻城北」、奈良地区で「愛の家グループホーム香芝」

の２棟を、同年11月に千葉地区で「愛の家グループホーム流山美原」、同年12月に埼玉地区で「愛の家グループホー

ム越谷」、平成20年２月に東京地区で「愛の家グループホーム西尾久」、同年４月に埼玉地区で「愛の家グループホー

ム川越今福」、同年８月に福井地区で「愛の家グループホーム勝山荒土」、新潟地区で「愛の家グループホーム上越

吉川」、埼玉地区で「愛の家グループホーム東浦和」、東京地区で「愛の家グループホーム桜新町」の４棟を新規開

設した他、平成20年１月に静岡地区で運営しておりました有限会社アイクリエイトの全持分を株式会社大江戸コンサ

ルティングより取得し、「グループホームオレンジハウス（現「愛の家グループホーム袋井」）」を、また６月には

愛知地区において運営しておりました株式会社クール・ケア・大谷より「グループホーム朝陽ヶ丘荘」の営業権を取

得し、８月には同じく愛知県において運営しておりました医療法人林内科クリニックより「グループホームスローラ

イフ海老江」及び静岡地区において運営しておりました有限会社ウィズネット富士より「グループホームみんなの家

富士宮（現「愛の家グループホーム富士宮」）」の営業権を取得し、全１００箇所のグループホームを運営すること

となりました。

　一方で基幹事業であるグループホームと併設して運営しておりましたデイサービス３事業所及びショートステイ１

事業所を売却した他、小規模多機能施設１事業所を閉鎖し、経営資源の集中を図りました。また、グループホーム及

び特定施設における食材の集中仕入や食材高騰対策及び提供メニューを一元管理するために、平成20年１月にグリー

ンフード株式会社を設立しました。

　この結果、前年比でグループホーム14棟増の１００棟体制となり、売上高8,711,831千円（前連結会計年度比16.5％

増）、営業利益258,947千円（前連結会計年度比162.4％増）、経常利益241,968千円（前連結会計年度比144.7％増）、

当期純利益97,685千円（前連結会計年度当期純損失144,671千円）となりました。

(2）財政状態に関する分析

　当連結会計年度末における当社グループの総資産は前連結会計年度末より439,773千円（14.7％）増加し、3,424,595

千円となりました。

　流動資産は、前連結会計年度末より126,967千円増加し、2,250,910千円となりました。流動資産の主な増減要因は、

事業規模拡大に伴う売掛金が140,322千円（12.3％）増加し、1,278,391千円となったこと及び販売用不動産の仕入に

よりたな卸資産が96,874千円増加した一方で、現金及び預金が109,753千円（16.0％）減少し、577,358千円となった

ことによるものであります。

　固定資産は、前連結会計年度末より312,805千円増加し、1,173,685千円となりました。固定資産の主な増減要因は、

開設済の営業権(憩いの里20棟)を購入したことによるものであります。

　一方、当連結会計年度末における当社グループの負債は、前連結会計年度末より317,900千円（14.9％）増加し、

2,446,181千円となりました。

　流動負債は、前連結会計年度末より361,260千円増加し、1,949,365千円となりました。流動負債の主な増減要因は、

短期借入金（一年内返済予定の長期借入金を含む）が88,744千円（9.2％）増加し1,056,098千円となった他、事業規

模拡大に伴う従業員の増加により給与が増加したため未払金が83,012千円（20.1％）増加したこと等によるものであ

ります。

　固定負債は、前連結会計年度末より43,360千円減少し、496,815千円となりました。固定負債の主な増減要因は、入

居者一時金未償却残高が減少し、長期預り金が121,898千円となったことによるものであります。

　当社グループの当連結会計年度末における純資産は、前連結会計年度末より121,873千円（14.2％）増加し、978,413

千円となりました。純資産の主な増減要因は、当期純利益を計上したことにより利益剰余金が97,685千円増加したこ

とによるものであります。

　また、当社グループの当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は前連結会計年度

末より109.753千円減少し、577,358千円となりました。
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　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況及び主な要因は次の通りであります。

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は、246,179千円（前連結会計年度は172,424千円の資金減）となりました。

これは、税金等調整前当期純利益148,640千円の他、仕入債務の増加額75,488千円等であります。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用された資金は、424,672千円（前連結会計年度比168.91％増）となりました。

これは、憩いの里営業権購入等によるのれんの増加415,142千円等であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果得られた資金は、68,739千円（前連結会計年度比64.6％減）となりました。

これは、長期借入金の約定返済による支出240,568千円などの一方で、借入金の増加収入315,400千円等によるもの

であります。

(3）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

　当社は、株主に対する利益還元を経営上の重要な課題として認識しておりますが、過年度における累積損失がある

ため配当を実施しておりません。 

　今後につきましては、永続的な利益成長を図るため、早期に累積損失を解消し、企業体質の強化や事業拡大に要す

る内部留保の充実に努めることを念頭に置きながら、株主利益を尊重し、利益に応じた配当を実施することを基本方

針といたします。

(4）事業等のリスク

①個人情報の保護について

　当社グループは、個人情報の取扱においては介護保険法及び個人情報保護法等の関係諸法令を遵守し、厚生労働省

の策定したガイドラインに則った規則を整備し、運用しております。本社及び全国のホームで使用しているパソコン

におきましても使用者制限、データ閲覧の制限をかけております。また、グループホームの入居契約時には「個人情

報使用同意書」の締結も行っており、個人情報の取扱には細心の注意を払っております。しかしながら、万一、外部

からの不正アクセスや、社内管理の不手際等から情報の漏洩が発生した場合には、当社グループへの損害賠償や社会

的信用の失墜により、当社グループの事業展開及び業績に影響を与える可能性があります。

②人材の確保について

　当社グループが主に展開しているグループホームの運営においては高い専門性と知識・経験が必要とされる認知症

介護が行われており、当社グループが事業を拡大させていくためにケアマネージャー等有資格者及び優秀な人材の育

成、資格取得のサポートに積極的に取り組んでおりますが、優秀な人材の採用、育成が新規施設開設の時期やスピー

ドに間に合わない場合には、開発計画の修正が必要となることもあり、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性が

あります。
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２．企業集団の状況
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３．経営方針
(1）会社の経営の基本方針

　当社グループは、認知症対応型共同生活介護（認知症高齢者グループホーム：以下、「グループホーム」といいま

す。）事業を主とした介護サービス事業を行っております。「その人らしい、シルバーライフのおてつだい」を経営

理念とし、その実現のために、「認知症分野における業界でのリーディングカンパニーを目指し、安心で笑顔溢れる

高齢社会の実現」を中期的な経営方針として掲げております。

(2）目標とする経営指標

　少子高齢化の急速な進展に伴いシルバー産業の事業領域は広がっており、介護サービス市場においても収益拡大が

今後も期待できる状況となっております。当社グループとして主たる事業であるグループホーム運営と介護付有料老

人ホームの運営による安定的な収益を確保するために運営棟数の増加と既存施設において継続的に高い入居率を確保

することが重要な課題であると考えております。

　かかる観点から、規模の拡大を図ると共に運営効率を高め、総部屋数に対して95％以上の入居水準を維持し、中長

期的には売上高において前年比15%以上、営業利益において前年比30％以上の増加を目指していく方針であります。

(3）中長期的な会社の経営戦略

　当社は今後とも拡大が予想される介護サービス市場において、事業の集中と選択を常に意識し、介護保険の制度改

正の影響を最も受けにくく、また、高い専門性から同業他社の算入が容易ではない認知症ケア及びグループホームを

中心とした居住系介護サービス事業に特化した戦略を継続していきます。

　そして中長期的には当社の事業所をコアにして、行政機関・医療機関・他の介護事業者・自治体・地域住民等と連

携をはかり、地域の高齢者及びそれを取り巻く人々が安心・充実して暮らすための各種サービスを提供してまいりま

す。

(4）会社の対処すべき課題

　①人材の確保と教育

　現在、介護の人材の需要が急増しているのに対して、質・量ともに人材の供給は不足しており、不均衡がおきてい

る状態です。そのような中、当社は他社との差別化をはかりケアスタッフ及び有資格者（ケアマネージャー）の必要

人員を確保していきます。その具体的な対策として、既存の職員を対象に社内ケアマネージャー養成支援制度を整備

し、ケアマネージャー試験対策にかかる費用を助成しているほか、全国規模で新卒採用を行い、各種研修課程を経て

各事業所に配属し、質の高いケアスタッフの養成を行っております。

　また、介護スタッフの紹介・派遣を行う株式会社ＳＯＲＡを設立し、常に人材の窓口として登録者の確保に務め、

タイムリーな人材供給を行っております。

　質の向上のための施策としては、本社品質管理部門である介護サービス推進課及び教育部門の教育研修課を中心に

現場レベルでの指導を行うとともに、新人、事業所長に対する教育・研修を適宜おこなうことにより、高いレベルで

均質化されたホーム運営をおこなうことを目指しております。また、毎年家族向けアンケート調査を実施することに

より、質に対する定量・定性的な定期評価を行い、抽出した課題を即座に各グループホームへフィードバックし、業

務改善に務めております。その他にも、各事業所・地域のホーム長が中心となり、各種委員会を設置する等、各地域

にて自発的に質の向上に取り組める体制を構築していきます。

　②サービス拠点の拡大

　当社の主たる事業であるグループホーム事業は各地域の行政に指定介護事業者の指定を受ける必要があり、市町村

で策定される介護保険事業計画によって新規開設に影響がある場合があります。当社においては、全国で展開してい

る既存事業所及び不動産・ハウスメーカー等の協力企業並びに各種団体を通じて、地域の行政の動向、立地に関する

情報の収集を積極的におこない、地域行政の意向に沿った形でサービス拠点の拡大をはかっていきます。また、後継

者不在、本業回帰等で事業の継続が困難な既設のグループホーム事業を友好的に継承する等、既存事業の買収・営業

譲受による拠点拡大も同時に行っております。そして、地域住民との交流を活発に行い、地域における「愛の家グルー

プホーム」のブランド力を向上させることにより、他社との差別化をはかっていきます。

　③新規サービスの展開

　平成18年４月の介護保険法の改正により新たな介護保険サービスの類型として地域密着型サービスが創設されまし

た。そして当該改正により「施設介護から在宅介護へ」「身体介護から認知症介護へ」という流れが一層鮮明になり

ました。

　当社はこうした新しい介護サービスの潮流をとらえ、グループホームで培った認知症介護のノウハウを生かし、利

用者の多岐にわたるニーズにこたえるため、「アンサンブル」の名称で介護付有料老人ホーム（特定施設入居者生活

介護）を開設しました。今後もグループホーム・認知症ケアを中軸に据えながら、事業シナジーを発揮できるサービ

スを新規展開し、安定的な事業ポートフォリオの構築をはかってまいります。
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　④競合他社の台頭

　近年、異業種からの介護事業への参入が本格化するとともに、介護の形態が多種・多様化してきました。特に高齢

者の住まいのあり方は多岐にわたり、高齢者専用賃貸住宅から住宅型・健康型有料老人ホーム等、様々な居住空間が

提供されています。このような中にあって、当社はグループホームの役割を再度明確にすべく、改めて認知症介護の

専門性に視点を向け、専門ケア施設として質の向上を図るとともに、運営ノウハウの集約による差別化をはかってい

きます。また、今期より福祉先進国であるスウェーデンより最新の認知症緩和ケア「タクティールケア」を導入し、

専門ケアによるサービスレベルの向上を推進してまいります。

(5）その他、会社の経営上重要な事項

　特筆すべき重要な事項はありません。

 

メディカル・ケア・サービス㈱　（2494）　平成 20 年８月期決算短信

－ 7 －



４．連結財務諸表
(1）連結貸借対照表

  
前連結会計年度

（平成19年８月31日）
当連結会計年度

（平成20年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１　現金及び預金   687,111   577,358   

２　売掛金   1,138,068   1,278,391   

３　たな卸資産   17,333   114,207   

４　繰延税金資産   34,725   64,186   

５　その他   246,972   216,767   

貸倒引当金   △269   －   

流動資産合計   2,123,942 71.2  2,250,910 65.7 126,967

Ⅱ　固定資産         

１　有形固定資産         

(1）建物及び構築物  16,705   20,413    

減価償却累計額  △5,195 11,510  △7,284 13,128   

(2）車両運搬具  3,062   3,062    

減価償却累計額  △2,407 654  △2,800 262   

(3）土地   15,000   15,000   

(4）その他  36,755   46,575    

減価償却累計額  △19,957 16,798  △26,706 19,869   

有形固定資産合計   43,963 1.4  48,260 1.4 4,296

２　無形固定資産         

(1）のれん   70,728   446,537   

(2）その他   4,241   32,532   

無形固定資産合計   74,970 2.5  479,069 14.0 404,099
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前連結会計年度

（平成19年８月31日）
当連結会計年度

（平成20年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

３　投資その他の資産         

(1）投資有価証券   92,988   13,246   

(2）長期前払費用  3,401   4,473   

(3）差入保証金   621,010   611,235   

(4）その他   24,544   21,872   

　　貸倒引当金   －   △4,472   

投資その他の資産合計   741,945 24.9  646,355 18.9 △95,589

固定資産合計   860,879 28.8  1,173,685 34.3 312,805

資産合計   2,984,822 100.0  3,424,595 100.0 439,773

         

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１　買掛金   20,057   19,456   

２　短期借入金   757,600   793,000   

３　一年内返済予定の長期借
入金

  209,754   263,098   

４　未払金   411,983   494,996   

５　未払法人税等   71,546   72,614   

６　未払費用   26,482   120,406   

７　賞与引当金   62,861   83,209   

８　その他   27,820   102,585   

流動負債合計   1,588,105 53.2  1,949,365 56.9 361,260

Ⅱ　固定負債         

１　長期借入金   326,600   312,688   

２　退職給付引当金   30,211   35,982   

３　長期預り金   183,365   121,898   

４　その他   －   26,247   

固定負債合計   540,176 18.1  496,815 14.5 △43,360

負債合計   2,128,281 71.3  2,446,181 71.4 317,900
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前連結会計年度

（平成19年８月31日）
当連結会計年度

（平成20年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減
（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１　資本金   869,750 29.1  869,750 25.4  

２　資本剰余金   389,750 13.1  389,750 11.4  

３　利益剰余金   △433,790 △14.5  △336,105 △9.8  

株主資本合計   825,709 27.7  923,394 27.0 97,685

Ⅱ　評価・換算差額等         

その他有価証券評価差額
金

  △20,368 △0.7  － － 20,368

評価・換算差額等合計   △20,368 △0.7  － － 20,368

Ⅲ　少数株主持分   51,199 1.7  55,019 1.6 3,819

純資産合計   856,540 28.7  978,413 28.6 121,873

負債純資産合計   2,984,822 100.0  3,424,595 100.0 439,773
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(2）連結損益計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減　
（千円）

Ⅰ　売上高         

１　介護事業売上高  7,332,492   8,636,670    

２　その他事業売上高  148,370 7,480,862 100.0 75,160 8,711,831 100.0 1,230,968

Ⅱ　売上原価         

１　介護事業売上原価  6,325,703   7,368,215    

２　その他事業売上原価  125,822 6,451,525 86.2 61,764 7,429,980 85.3 978,454

売上総利益   1,029,337 13.8  1,281,850 14.7 252,513

Ⅲ　販売費及び一般管理費         

１　広告宣伝費  20,034   24,483    

２　貸倒引当金繰入額  49   4,285    

３　役員報酬  45,538   55,764    

４　給与手当  315,780   311,298    

５　賞与  41,254   38,715    

６　賞与引当金繰入額  8,595   8,870    

７　法定福利費  47,853   56,603    

８　退職給付費用  3,262   1,970    

９　旅費交通費  68,757   50,570    

10　通信費  24,953   20,169    

11　地代家賃  36,317   39,777    

12　減価償却費  1,093   3,877    

13　支払手数料  104,189   100,688    

14　租税公課  71,619   110,459    

15　消耗品費  12,164   12,988    

16　社員採用費  28,177   32,217    

17　賃借料  29,166   32,435    

18　のれん償却額  17,319   59,855    

19　その他  54,540 930,667 12.5 57,873 1,022,903 11.7 92,236

営業利益   98,669 1.3  258,947 2.9 160,277
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前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

増減　
（千円）

Ⅳ　営業外収益         

１　受取利息  1,074   1,416    

２　受取配当金  3,294   5,261    

３　投資有価証券売却益  12,388   －    

４　補助金収入  9,258   2,484    

５　雑収入  3,048 29,063 0.4 7,610 16,772 0.2 △12,290

Ⅴ　営業外費用         

１　支払利息  25,406   28,300    

２　雑損失  3,446 28,853 0.4 5,451 33,751 0.4 4,898

経常利益   98,879 1.3  241,968 2.7 143,088

Ⅵ　特別利益         

１　固定資産売却益 ※１ 492   －    

２　ソフトウェア開発契約
　　違約金収入

 －   3,920    

３　営業譲渡益  －   10,000    

４　その他特別利益  52 544 0.0 219 14,139 0.2 13,594

Ⅶ　特別損失         

１　固定資産除却損 ※２ 683   －    

２　固定資産売却損 ※４ －   276    

３　投資有価証券評価損  11,520   100,109    

４　賃貸借契約中途解約違
    約金

 －   1,504    

５　不動産整理損 ※３ 169,970   －    

６　リース解約損  1,909   645    

７　関係会社株式売却損  －   1,255    

８　その他特別損失  2,308 184,482 2.4 3,674 107,466 1.2 △77,015

税金等調整前当期純利益
又は税金等調整前当期純
損失（△）

  △85,057 △1.1  148,640 1.7 233,698

法人税、住民税及び事業
税

 69,990   73,609    

法人税等調整額  △10,805 59,184 0.8 △29,310 44,298 0.5 △14,885

少数株主利益   430 0.0  6,656 0.1 △6,226

当期純利益又は当期純損
失（△）

  △144,671 △1.9  97,685 1.1 242,356
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(3）連結株主資本等変動計算書

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 

株主資本
評価・換算差
額等

少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

平成18年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 △289,118 970,381 1,278 69,044 1,040,704

連結会計年度中の変動額        

当期純損失（△）   △144,671 △144,671   △144,671

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

    △21,647 △17,844 △39,492

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

  △144,671 △144,671 △21,647 △17,844 △184,164

平成19年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 △433,790 825,709 △20,368 51,199 856,540

当連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

 

株主資本
評価・換算差
額等

少数株主持分 純資産合計

資本金 資本剰余金 利益剰余金 株主資本合計
その他有価証
券評価差額金

平成19年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 △433,790 825,709 △20,368 51,199 856,540

連結会計年度中の変動額        

当期純利益   97,685 97,685   97,685

株主資本以外の項目の当期変動額
（純額）

    20,368 3,819 24,188

連結会計年度中の変動額合計
（千円）

  97,685 97,685 20,368 3,819 121,873

平成20年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 △336,105 923,394 － 55,019 978,413
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(4）連結キャッシュ・フロー計算書

  
前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

 
対前年比

 

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅰ　営業活動によるキャッシュ・フロー     

税金等調整前当期純利益又は税金等
調整前当期純損失（△）

 △85,057 148,640 233,698

減価償却費  14,176 13,935 △240

のれん償却額  17,319 59,855 42,535

不動産整理損  169,970 － △169,970

貸倒引当金の増減額  △3 4,201 4,204

賞与引当金の増減額  14,260 20,412 6,152

退職給付引当金の増減額  12,059 5,771 △6,288

受取利息及び受取配当金  △4,368 △6,677 △2,309

支払利息  25,406 28,300 2,893

投資有価証券評価損  11,520 100,109 88,589

投資有価証券売却益  △12,388 － 12,388

投資有価証券売却損  － 1,255 △1,255

固定資産売却益  △492 － 492

固定資産除売却損  683 276 △407

売上債権の増減額  △187,923 △143,987 43,935

たな卸資産の増減額  4,980 △97,080 △102,060

仕入債務の増減額  135,441 75,488 △59,953

未払消費税等の増減額  △11,400 14,307 25,708

長期預り金の増減額  26,137 △61,747 △84,932

営業譲渡益  － △10,000 △10,000

不動産整理取引による収入  117,000 － △117,000

不動産整理取引による支出  △286,970 － 286,970

その他  △70,837 175,593 246,431

小計  △110,486 328,655 439,141
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前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

 
対前年比

 

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

利息及び配当金の受取額  4,368 6,677 2,309

利息の支払額  △25,858 △26,390 △532

法人税等の支払額  △40,449 △62,762 △22,313

営業活動によるキャッシュ・フロー  △172,424 246,179 418,604

Ⅱ　投資活動によるキャッシュ・フロー     

有形固定資産の取得による支出  △13,691 △10,625 3,066

有形固定資産の売却による収入  4,770 276 △4,494

営業譲渡による収入  － 10,000 10,000

営業譲受に伴う支出 ※２ △20,000 △415,142 △395,142

投資有価証券の取得による支出  △120,372 － 120,372

投資有価証券の売却による収入  132,760 － △132,760

新規連結子会社株式取得
による支出

※３ △9,451 △20,285 △10,833

少数株主からの子会社株式の
取得による支出

 △57,000 － 57,000

関係会社株式の売却による収入 ※４ － 1,083 1,083

敷金保証金の返戻による収入  － 98,474 98,474

敷金保証金の差入による支出  △70,077 △89,491 △19,414

貸付金の回収による収入  － 1,538 1,538

貸付金の実行による支出  △4,294 △500 3,794

その他  △569 － 569

投資活動によるキャッシュ・フロー  △157,925 △424,672 △266,746
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前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

 
対前年比

 

区分
注記
番号

金額（千円） 金額（千円）
増減

（千円）

Ⅲ　財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入金の純増減額  256,076 35,400 △220,676

長期借入れによる収入  150,000 280,000 130,000

長期借入金返済による支出  △199,272 △240,568 △41,296

リース債務の返済による支出  － △6,092 △6,092

株式上場に伴う支出  △15,326 － 15,326

子会社設立に伴う少数株主払込
による収入

 3,000 － △3,000

財務活動によるキャッシュ・フロー  194,477 68,739 △125,737

Ⅳ　現金及び現金同等物に係る換算差額  － － －

Ⅴ　現金及び現金同等物の増減額  △135,872 △109,753 26,119

Ⅵ　現金及び現金同等物の期首残高  822,984 687,111 △135,872

Ⅶ　現金及び現金同等物の期末残高  687,111 577,358 △109,753
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　該当事項はありません。
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

項目
前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

１　連結の範囲に関する事項 (1）連結子会社の数　　　　　　　11社

主要な連結子会社名

メディカル・ケア・サービス北海道㈱

メディカル・ケア・サービス東北㈱

メディカル・ケア・サービス新潟㈱

メディカル・ケア・サービス南埼玉㈱

メディカル・ケア・サービス東海㈱

メディカル・ケア・サービス関西㈱

㈱エム・シー・エス四国

メディカル・ケア・サービス九州㈱

㈱やさしい手エムシーエス

㈱ＳＯＲＡ

㈲ＤＡＲＩＹＡ

　上記のうち、株式会社ＳＯＲＡについ

ては、当連結会計期間において新たに設

立したため、また、有限会社ＤＡＲＩＹ

Ａについては、当連結会計年度において、

全株式を取得したため、連結の範囲に含

めております。

　また、メディカル・ケア・サービス福

岡株式会社とメディカル・ケア・サービ

ス九州株式会社は平成19年５月31日に合

併し、メディカル・ケア・サービス九州

株式会社となっております。

　また、メディカル・ケア・サービス北

海道株式会社とメディカル・ケア・サー

ビス日崎株式会社は平成19年８月１日に

合併し、メディカル・ケア・サービス北

海道株式会社となっております。

(1）連結子会社の数　　　　　　　12社

主要な連結子会社名

メディカル・ケア・サービス北海道㈱

メディカル・ケア・サービス東北㈱

メディカル・ケア・サービス新潟㈱

メディカル・ケア・サービス南埼玉㈱

メディカル・ケア・サービス東海㈱

メディカル・ケア・サービス関西㈱

㈱エム・シー・エス四国

メディカル・ケア・サービス九州㈱

㈱ＳＯＲＡ

㈲ＤＡＲＩＹＡ

グリーンフード㈱

㈲アイクリエイト

　上記のうち、グリーンフード株式会社

については、当連結会計期間において新

たに設立したため、また、有限会社アイ

クリエイトについては、当連結会計期間

において、全持分を取得したため、連結

の範囲に含めております。

　なお、従来、連結子会社であった株式

会社やさしい手エムシーエスは、所有株

式の全てを売却し、連結子会社ではなく

なったため、当連結会計期間より連結の

範囲から除いております。

(2）主要な非連結子会社名

──────

(2）主要な非連結子会社名

──────

２　持分法の適用に関する事

項

(1）持分法を適用した関連会社数　０社

会社等の名称

──────

(1）持分法を適用した関連会社数　０社

会社等の名称

──────

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称

──────

(2）持分法を適用しない非連結子会社及び

関連会社のうち主要な会社等の名称

──────

３　連結子会社の事業年度等

に関する事項

　連結子会社の決算日は、連結決算日と一

致しております。

　連結子会社のうち有限会社アイクリエイ

トの決算日は、12月31日であります。

　連結決算日の仮決算（正規の決算に準ず

る合理的な手続きによる決算）に基づく財

務諸表を使用しております。

その他の連結子会社の決算日は、連結決算

日と一致しております。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

４　会計処理基準に関する事

項

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

その他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法

（評価差額は、全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）

(1）重要な資産の評価基準及び評価方法

①有価証券

同左

②たな卸資産

ａ商品

最終仕入原価法

②たな卸資産

ａ商品

同左

ｂ貯蔵品

最終仕入原価法

ｂ貯蔵品

同左

ｃ販売用不動産

──────

ｃ販売用不動産

個別法による原価法
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産……定率法

　ただし、建物（附属設備は除く。）

は、定額法によっております。

　尚、主な耐用年数は以下のとおりで

あります。

建物　　　　　　　　　３年～24年

構築物　　　　　　　　15年～20年

車両運搬具　　　　　　２年～４年

工具器具備品　　　　　２年～20年

(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法

①有形固定資産（リース資産を除く）

同左

 

 

 

 

 

 （会計方針の変更）

　当連結会計年度より、法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法律　

平成19年３月30日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日 政令第83号））に

伴い、平成19年４月１日以降に取得した

固定資産については、改正法人税法に規

定する償却方法により減価償却費を計上

しております。これによる損益に与える

影響は軽微であります。

 （追加情報）

　当連結会計年度から、平成19年度の法

人税法等の改正に伴い、平成19年３月31

日以前に取得した減価償却資産について

は、改正前の法人税法に基づく減価償却

の方法の適用により取得価額の５％に到

達した連結会計年度の翌連結会計年度よ

り、取得価額の５％相当額と備忘価額と

の差額を５年間にわたり均等償却し減価

償却費に含めて計上しております。

　これによる当連結会計年度の損益に与

える影響は軽微であります。

②リース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし残存価額を零とする

定額法を採用しております。

 （会計方針の変更）

「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13 号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30 日改正））および「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））が平成19年４

月１日以後開始する連結会計年度から適

用できることになったことに伴い、当連

結会計年度より同会計基準および同適用

指針を適用しております。

　なお、リース取引開始日が会計処理基

準適用初年度開始前のリース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。

　又、中間連結財務諸表には、本会計基

準が適用されておらず、改正前会計基準

で必要とされていた注記がなされており

ます。

　これによる当連結会計年度の損益に与

える影響は軽微であります。
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

(3）重要な引当金の計上基準

ａ貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。

(3）重要な引当金の計上基準

ａ貸倒引当金

同左

ｂ賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出

に充てるため、支給見込額に基づき当

連結会計年度に見合う分を計上してお

ります。

ｂ賞与引当金

同左

ｃ退職給付引当金

　当社において、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。

　なお、数理計算上の差異については、

発生年度の翌期より平均残存勤務期間

以内の一定年数（４年）による定額法

により処理することとしております。

ｃ退職給付引当金

　当社において、従業員の退職給付に

備えるため、当連結会計年度末におけ

る退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。

　なお、数理計算上の差異については、

発生年度の翌期より平均残存勤務期間

以内の一定年数（２年）による定額法

により処理することとしておりま

す。

（追加情報）

　数理計算上の差異は、発生時の従業

員の平均残存勤務期間以内の一定の年

数による定額法により按分した額を、

それぞれ発生の翌連結会計年度から費

用処理することとしておりますが、従

業員の平均残存勤務期間を見直した結

果、当連結会計年度より数理計算上の

差異の処理年数を従来の４年から２年

に変更しております。

　なお、これによる当連結会計年度の

損益に与える影響は軽微であります。

(4）重要なリース取引の処理方法

　リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。

(4）重要なリース取引の処理方法

──────
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項目
前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

(5）重要なヘッジ会計の方法

ａヘッジ会計の方法

　当社の利用する金利スワップについ

ては特例処理の要件を満たしているの

で、特例処理を採用しております。

(5）重要なヘッジ会計の方法

ａヘッジ会計の方法

同左

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……同左

ヘッジ対象……同左

ｃヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する

目的で金利スワップ取引を行っており

ます。

ｃヘッジ方針

同左

ｄヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満

たしているため、有効性の判定を省略

しております。

ｄヘッジ有効性評価の方法

同左

(6）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

　課税事業者である当社及び株式会社

ＳＯＲＡについては税抜方式によって

おりますが、免税事業者であるその他

については税込方式によっております。

(6）その他連結財務諸表作成のための重要

な事項

消費税等の会計処理

　課税事業者である当社及び株式会社

ＳＯＲＡ、グリーンフード株式会社に

ついては税抜方式によっておりますが、

免税事業者であるその他については税

込方式によっております。

５　連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項

　連結子会社の資産及び負債の評価方法は、

全面時価評価法によっております。

同左

６　のれん及び負ののれんの

償却に関する事項

　のれん及び負ののれんは５年の均等償却

を行っております。

同左

７　連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲

　手許現金、要求払預金及び取得日から

３ヶ月以内に満期日の到来する流動性の高

い、容易に換金可能であり、かつ、価値変

動について僅少なリスクしか負わない短期

的な投資であります。

同左
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連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

 （消費税等の会計処理）

　当連結会計年度より連結子会社である株式会社やさ

しい手エムシーエスについて、消費税等の会計処理を

税抜処理より税込処理へ変更いたしました。この変更

は、従来は課税事業者でありましたが、当連結会計年

度より免税事業者となったことによるものであります。

この変更による影響は軽微であります。

 （消費税等の会計処理）

―――

 （企業結合に係る会計基準等）

 当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」

（企業会計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分

離等に関する会計基準」（企業会計基準委員会　平成

17年12月27日　企業会計基準第７号）並びに改正前

「企業結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する

適用指針」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日

　企業会計基準適用指針第10号）を適用しております。

 （企業結合に係る会計基準等）

―――
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表示方法の変更

　該当事項はありません。
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注記事項

（連結貸借対照表関係）

 　　該当事項はありません。
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（連結損益計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

※１　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※１　　　　　　　　──────　

車両運搬具 492千円  

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２　　　　　　　　──────　

建物 16千円

構築物 563千円

工具器具備品 103千円

　計 683千円

 ※３　不動産整理損の内容は次のとおりであります。

　時価（固定資産税評価額）と乖離した不動産取引に

おいて、中間期に販売用不動産評価損を計上しており、

当期売却いたしましたが、当該取引を通常の不動産取

引同様に営業取引として処理するのは適切ではないと

判断し、中間期計上の評価損と物件売却損益をすべて

とりまとめて不動産整理損として特別損失計上いたし

ました。

 

 

 

 

 ※３　　　　　　　　──────　

 ※４　　　　　　　　──────　

 

 ※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物 276千円
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,300 － － 14,300

 

２　自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４　配当に関する事項

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

１　発行済株式に関する事項

株式の種類 前連結会計年度末 増加 減少 当連結会計年度末

普通株式（株） 14,300 － － 14,300

 

２　自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

３　新株予約権等に関する事項

　該当事項はありません。

４　配当に関する事項

　該当事項はありません。
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（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

　１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

　１　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との関係

（平成19年８月31日現在） （平成20年８月31日現在）

現金及び預金勘定 687,111千円

現金及び現金同等物 687,111千円

現金及び預金勘定 577,358千円

現金及び現金同等物 577,358千円

 ※２　　営業譲受により増加した資産の主な内訳

のれん 20,000千円

※３　　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産および負債の主な内訳

　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得のための支出（純額）との関係は次のとおり

であります。

流動資産 14,706千円

固定資産 2,379千円

のれん 6,996千円

流動負債 △8,328千円

固定負債 △878千円

新規連結子会社株式の取得価

額

14,876千円

新規連結子会社の現金及び現

金同等物

△5,424千円

差引：子会社取得のための支

出

9,451千円

 

 ※２　　営業譲受により増加した資産の主な内訳

のれん 415,142千円

※３　　株式の取得により新たに連結子会社となった会社

の資産および負債の主な内訳

　株式の取得により新たに連結したことに伴う連結

開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額

と取得のための支出（純額）との関係は次のとおり

であります。

流動資産 23,011千円

固定資産 8千円

のれん 20,521千円

流動負債 △11,259千円

固定負債 △281千円

新規連結子会社株式の取得価

額

32,000千円

新規連結子会社の現金及び現

金同等物

△11,714千円

差引：子会社取得のための支

出

20,285千円

※４　　株式の売却により連結子会社でなくなった会社の

資産及び負債の主な内訳

　株式の売却により㈱やさしい手エムシーエスが連

結子会社でなくなったことに伴う売却時の資産及び

負債の内訳並びに株式の売却価額と売却収入（純

額）との関係は次のとおりであります。

 

流動資産 10,547千円

固定資産 984千円

流動負債 △4,438千円

少数株主持分 △2,837千円

株式売却損 △1,255千円

株式の売却価額 3,000千円

現金及び現金同等物 △1,916千円

売却収入：（差引） 1,083千円
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（リース取引関係）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 103,431 36,897 66,533

ソフトウェア 34,769 18,473 16,296

合計 138,201 55,370 82,830

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 112,218 54,315 57,902

ソフトウェア 63,037 25,607 37,429

合計 175,255 79,923 95,332

２　未経過リース料期末残高相当額等 ２　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年内 27,422千円

１年超 56,714千円

合計 84,137千円

１年内 56,891千円

１年超 47,809千円

合計 104,700千円

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 27,198千円

減価償却費相当額 25,874千円

支払利息相当額 1,756千円

支払リース料 33,906千円

減価償却費相当額 32,142千円

支払利息相当額 1,751千円

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５　利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

１　その他有価証券で時価のあるもの

区分

前連結会計年度（平成19年８月31日） 当連結会計年度（平成20年８月31日）

取得原価
（千円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上
額（千円）

差額（千円）
取得原価
（千円）

連結決算日に
おける連結貸
借対照表計上
額（千円）

差額（千円）

連結貸借対照表計上額が取得価額を超える

もの
      

・株式 － － － － － －

小計 － － － － － －

連結貸借対照表計上額が取得価額を超えな

いもの
      

・株式 113,356 92,988 △20,368 13,246 13,246 －

小計 113,356 92,988 △20,368 13,246 13,246 －

合計 113,356 92,988 △20,368 13,246 13,246 －

　（注）　表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価格であります。減損処理に当たっては、年度末における時価が取得

原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～50％程度下落した場合には、回復可能性を考

慮して必要と認められる額について減損処理を行っております。

なお、当連結会計年度において減損処理を行い、投資有価証券評価損100,109千円を計上しております。

２　売却したその他有価証券

前連結会計年度（平成19年８月31日） 当連結会計年度（平成20年８月31日）

売却額（千円）
売却益の合計額

（千円）
売却損の合計額

（千円）
売却額（千円）

売却益の合計額
（千円）

売却損の合計額
（千円）

132,760 12,388 － － － －
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（デリバティブ取引関係）

１　取引の状況に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

１　取引の内容

　当社は金利スワップ取引を利用しております。

１　取引の内容

同左

２　取引に対する利用目的及び取組方針

　当社は資金調達コスト削減を目的として特例処理の要

件を満たす金利スワップ取引を利用しており、ヘッジ会

計を行っております。投機目的の取引は行わない方針で

あります。

２　取引に対する利用目的及び取組方針

同左

ａヘッジ会計の方法

　当社の利用する金利スワップについては特例処理の

要件を満たしているので、特例処理を採用しておりま

す。

ａヘッジ会計の方法

同左

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……同左

ヘッジ対象……同左

ｃヘッジ方針

　借入金の変動リスクを回避する目的で金利スワップ

取引を行っております。

ｃヘッジ方針

同左

ｄヘッジ有効性の評価

　金利スワップについては特例処理の要件を満たして

いるので、有効性の判定を省略しております。

ｄヘッジ有効性の評価

同左

３　取引に係るリスクの内容

　金利スワップ取引は市場金利の変動によるリスクを有

しております。

　取引の契約先は、信用度の高い国内の金融機関であり、

相手先の契約不履行によるいわゆる信用リスクは、ほと

んどないと判断しております。

３　取引に係るリスクの内容

同左

４　取引に係るリスク管理体制

　当社のデリバティブ取引は経営会議の承認を受けて執

行しており、当該執行部署はリスク及び損益の状況を常

時把握し、必要に応じて経営陣に報告しております。

４　取引に係るリスク管理体制

同左

２　取引の時価等に関する事項

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日

至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

　該当事項はありません。

　なお、金利スワップ取引を行っておりますが、ヘッジ会

計を適用しているので注記の対象から除いております。

同左
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（退職給付関係）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

１　採用している退職給付制度の概要

　退職一時金制度のみを採用しております。

１　採用している退職給付制度の概要

同左

２　退職給付債務に関する事項 ２　退職給付債務に関する事項

①退職給付債務 32,359千円

②退職給付引当金 30,211千円

③未認識数理計算上の差異 2,398千円

①退職給付債務 29,750千円

②退職給付引当金 35,982千円

③未認識数理計算上の差異 △7,727千円

３　退職給付費用に関する事項 ３　退職給付費用に関する事項

①退職給付費用 12,059千円

②勤務費用 10,939千円

③利息費用 320千円

④数理計算上の差異の費用処理額 799千円

①退職給付費用 7,119千円

②勤務費用 8,564千円

③利息費用 429千円

④数理計算上の差異の費用処理額 △1,874千円

４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 ４　退職給付債務等の計算の基礎に関する事項

①割引率 1.5％

②退職給付見込額の期間配分法 期間定額基準

③数理計算上の差異の処理年数 ４年

①割引率 1.5％

②退職給付見込額の期間配分法 期間定額基準

③数理計算上の差異の処理年数 ２年
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（ストック・オプション等関係）

 

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

１　ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　該当事項はありません。

 

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内訳

 平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　 8名

当社監査役　　　 3名

当社従業員　　　12名

子会社取締役　　 5名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　　128株

付与日 平成18年１月23日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成19年８月23日から平成27年８月22日まで

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

 ①　ストック・オプションの数

 平成18年ストック・オプション

権利確定前（株）  

前連結会計年度末 128

付与 －

失効 －

権利確定 128

未確定残 －

権利確定後（株）  

前連結会計年度末 －

権利確定 128

権利行使 －

失効 －

未行使残 128

②　単価情報

 

 平成18年ストック・オプション

権利行使価格（円） 150,000

行使時平均株価（円） －

付与日における公正な評価単価（円） －
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当連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

１　ストック・オプションに係る当連結会計年度における費用計上額及び科目名

　　　該当事項はありません。

 

２　ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況

(1）ストック・オプションの内訳

 平成18年ストック・オプション

付与対象者の区分及び人数（名）

当社取締役　　　 8名

当社監査役　　　 3名

当社従業員　　　12名

子会社取締役　　 5名

株式の種類及び付与数（株） 普通株式　　128株

付与日 平成18年１月23日

権利確定条件 権利確定条件は付されておりません。

対象勤務期間 対象勤務期間の定めはありません。

権利行使期間 平成19年８月23日から平成27年８月22日まで

(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況

 ①　ストック・オプションの数

 平成18年ストック・オプション

権利確定前（株）  

前連結会計年度末 －

付与 －

失効 －

権利確定 －

未確定残 －

権利確定後（株）  

前連結会計年度末 128

権利確定 －

権利行使 －

失効 －

未行使残 128

②　単価情報

 

 平成18年ストック・オプション

権利行使価格（円） 150,000

行使時平均株価（円） －

付与日における公正な評価単価（円） －
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（税効果会計関係）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の

内訳

（繰延税金資産・流動） （繰延税金資産・流動）

賞与引当金 25,395千円

貸倒引当金 42千円

退職給付引当金 12,205千円

未払法定福利費 2,899千円

未払事業税 5,287千円

一括償却資産 719千円

未払事業所税 379千円

投資有価証券評価損 16,336千円

繰越欠損金 135,938千円

その他 －千円

小計 199,205千円

評価性引当額 △164,480千円

繰延税金資産 34,725千円

賞与引当金 33,422千円

貸倒引当金 1,555千円

退職給付引当金 14,236千円

未払法定福利費 5,274千円

未払事業税 6,180千円

一括償却資産 1,020千円

未払事業所税 824千円

投資有価証券評価損 40,444千円

繰越欠損金 38,426千円

その他 15,907千円

小計 157,293千円

評価性引当額 △93,107千円

繰延税金資産 64,186千円

繰延税金資産・負債の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

繰延税金資産・負債の純額は、連結貸借対照表の以下

の項目に含まれております。

流動資産　－　繰延税金資産 34,725千円 流動資産　－　繰延税金資産 64,186千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担と

の差異の原因となった主な項目別の内訳
 
税引前当期純損失を計上しているため、記載しており

ません。

 
法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.0％

住民税均等割額 18.6％

評価性引当額 △34.9％

のれん償却額 5.1％

その他 2.0％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 29.2％
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（セグメント情報）

ａ．事業の種類別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 
介護事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 7,332,492 148,370 7,480,862 － 7,480,862

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 888 888 △888 －

計 7,332,492 149,259 7,481,751 △888 7,480,862

営業費用 6,744,303 188,702 6,933,005 449,187 7,382,193

営業利益又は営業損失（△） 588,188 △39,443 548,745 △450,076 98,669

Ⅱ　資産、減価償却及び資本的支出      

資産 1,781,548 14,382 1,795,930 1,188,891 2,984,822

減価償却費 12,147 － 12,147 790 12,938

資本的支出 9,480 － 9,480 － 9,480

　（注）１　事業区分の方法

事業の種類及び性質等を考慮して区分しております。

２　各事業区分の主な内容

(1）介護事業　　介護施設の運営・管理

(2）その他事業　不動産等の販売、人材紹介派遣

３　営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（449,187千円）の主なものは、当社の総務部

門等管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,188,891千円）の主なものは、現金及び預金、長期投

資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

５　「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（2）に記載のとおり、当連結会計年度より固定資産

の減価償却方法を改正法人税法に規定する償却方法に変更しております。これによる各事業セグメントの営

業利益に与える影響は軽微であります。
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当連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

 
介護事業
（千円）

その他事業
（千円）

計
（千円）

消去又は全社
（千円）

連結（千円）

Ⅰ　売上高及び営業損益      

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 8,636,670 75,160 8,711,831 － 8,711,831

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
－ 20,093 20,093 △20,093 －

計 8,636,670 95,253 8,731,924 △20,093 8,711,931

営業費用 7,733,558 106,515 7,840,073 612,810 8,452,883

営業利益又は営業損失（△） 903,112 △11,261 891,850 △632,903 258,947

Ⅱ　資産、減価償却及び資本的支出      

資産 2,369,206 46,354 2,415,561 1,009,034 3,424,595

減価償却費 11,979 － 11,979 623 12,602

資本的支出 39,700 － 39,700 － 39,700

　（注）１　事業区分の方法

事業の種類及び性質等を考慮して区分しております。

２　各事業区分の主な内容

(1）介護事業　　介護施設の運営・管理

(2）その他事業　不動産等の販売、人材紹介派遣

３　営業費用の内、消去又は全社の項目に含めた配賦不能営業費用（612,810千円）の主なものは、当社の総務部

門等管理部門に係る費用であります。

４　資産のうち、消去又は全社の項目に含めた全社資産（1,009,034千円）の主なものは、現金及び預金、長期投

資資金（投資有価証券）及び管理部門に係る資産等であります。

５　追加情報

　(1）「連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項」４（2）に記載のとおり、法人税法改正に伴い、平成

19年３月31日以前に取得した資産については、改正前の法人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得

価額の５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５

年間にわたり均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。これによる各事業セグメントの営業利益

に与える影響は軽微であります。

　(2）「リース取引に関する会計基準」（企業会計基準第13 号（平成５年６月17日（企業会計審議会第一部会）、

平成19年３月30 日改正））および「リース取引に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第16

号（平成６年１月18日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、平成19年３月30日改正））が平成19年４月

１日以後開始する連結会計年度から適用できることになったことに伴い、当連結会計年度より同会計基準お

よび同適用指針を適用しております。

　なお、リース取引開始日が会計処理基準適用初年度開始前のリース取引については、引き続き通常の賃貸

借取引に係る方法に準じた会計処理を適用しております。これによる各事業セグメントの営業利益に与える

影響は軽微であります。
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ｂ．所在地別セグメント情報

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

　本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び在外支店がないため、該当事項はありません。

ｃ．海外売上高

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

　当連結会計年度において、海外売上高がないため、該当事項はありません。
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（関連当事者との取引）

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

親会社及び法人主要株主等

属性
会社等の
名称

住所
資本金又
は出資金
（千円）

事業の内
容又は職
業

議決権等
の所有
（被所
有）割合
（％）

関係内容

取引の内容
取引金額
（千円）

科目
期末残高
（千円）役員の

兼任等
事業上
の関係

親会社
三光ソフ

ラン㈱

埼玉県

さいたま市

大宮区

965,185
建築・不

動産事業

(被所有)

直接

60.6

兼任

２名
－

仲介手数料の

支払（注）２

①

4,440 － －

改修工事等

（注）２①
2,477 未払金 31

不動産賃借

（注）２② 
2,728 － －

営業協力等

（注）２①
1,056 － －

　（注）１　上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

２　取引条件及び取引条件の決定方針等

①　三光ソフラン㈱からの仲介手数料の支払及び改修工事等及び営業協力等は一般の取引条件と同様に決定し

ております。

②　三光ソフラン㈱との不動産賃借は賃借面積按分により決定しております。

当連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

　　該当事項はありません。
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（企業結合関係）

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

（パーチェス法）

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称  有限会社ＤＡＲＩＹＡ

（2）被取得企業の事業内容  グループホーム（認知症対応型共同生活介護）

（3）企業結合を行った主な理由
 北海道におけるグループホーム施設の拡充のためでありま

す。 

（4）企業結合日  平成19年３月１日 

（5）企業結合の法的形式  株式の取得 

（6）企業結合後企業名称  有限会社ＤＡＲＩＹＡ 

（7）取得した議決権比率  100％ 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間　 平成19年３月１日 から平成19年８月31日

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　　（1）　取得原価　　　　　14,876千円

　　（2）　内訳：取得対価　　14,876千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

 　 （1）のれんの金額　　　　 6,996千円

 　 （2）発生原因　　　　　　超過収益力から発生しております。

 　 （3）償却方法　　　　　　定額法

 　 （4）償却期間　　　　　　５年

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　資産　　　　　　　　　　 17,085千円

　　　流動資産               14,706千円

　　　固定資産　　　　　　　  2,379千円　

　　負債　　　　　　　　　　　9,206千円

　　　流動負債　　　　　　　　8,328千円

　　　固定負債　　　　　　　　　878千円

６．企業結合が連結年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

　　売上高　　　　　　　　　 73,302千円　　　　　

　　営業利益　　　　　　　　 11,946千円

　　経常利益　　　　　　　　 14,696千円

　　当期純利益　　　　　　　 10,171千円

    なお、当該注記は、監査法人五大の監査証明を受けておりません。
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当連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

（パーチェス法）

１．企業結合の概要

（1）被取得企業の名称  有限会社アイクリエイト

（2）被取得企業の事業内容  グループホーム（認知症対応型共同生活介護）

（3）企業結合を行った主な理由  静岡県におけるグループホーム施設の拡充のためであります。

（4）企業結合日  平成20年１月11日 

（5）企業結合の法的形式  持分の取得

（6）企業結合後企業名称  有限会社アイクリエイト

（7）取得した議決権比率  100％ 

２．連結財務諸表に含まれている被取得企業の業績の期間　 平成20年３月１日 から平成20年８月31日

３．被取得企業の取得原価及びその内訳

　　（1）　取得原価　　　　　32,000千円

　　（2）　内訳：取得対価　　32,000千円

４．発生したのれんの金額、発生原因、償却方法及び償却期間

 　 （1）のれんの金額　　　　20,521千円

 　 （2）発生原因　　　　　　超過収益力から発生しております。

 　 （3）償却方法　　　　　　定額法

 　 （4）償却期間　　　　　　５年

５．企業結合日に受け入れた資産及び引き受けた負債の額並びにその主な内訳

　　資産　　　　　　　　　　 23,019千円

　　　流動資産               23,011千円

　　　固定資産　　　　　　　  　　8千円　

　　負債　　　　　　　　　　 11,540千円

　　　流動負債　　　　　　　 11,259千円

　　　固定負債　　　　　　　　　281千円

６．企業結合が連結年度開始の日に完了したと仮定した場合の当連結会計年度の連結損益計算書に及ぼす影響の概算額

　　売上高　　　　　　　　　 68,835千円　　　　　

　　営業利益　　　　　　　　△7,303千円

　　経常利益　　　　　　　　△7,340千円

　　当期純利益　　　　　　　△7,590千円

　　概算額の算定及び重要な前提条件

　　　概算額の算定につきましては、有限会社アイクリエイトの平成19年９月から平成20年８月までの売上高、営業利

　　　益、経常利益及び当期純利益を記載しております。

 

    なお、当該注記は、監査法人五大の監査証明を受けておりません。
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（１株当たり情報）

前連結会計年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

１株当たり純資産額 56,317.51円

１株当たり当期純損失金額 10,116.92円

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

 

１株当たり純資産額 64,573.02円

１株当たり当期純利益金額 6,831.12円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　（注）　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前連結会計年度末

（平成19年８月31日）
当連結会計年度末

（平成20年８月31日）

連結貸借対照表の純資産の部の合計額

（千円）
856,540 978,413

普通株式に係る純資産額（千円） 805,340 923,394

連結貸借対照表の純資産の部の合計額と１株

当たり純資産額の算定に用いられた普通株式

に係る連結会計年度末の純資産額との差額

（千円）

51,199 55,019

（うち、少数株主持分（千円）） (51,199) (55,019)

普通株式の発行済株式数（株） 14,300 14,300

普通株式の自己株式数（株） － －

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（株）
14,300 14,300

２　１株当たり当期純利益又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

項目
前連結会計年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当連結会計年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

連結損益計算書上の当期純利益又は当期純損

失（△）（千円）
△144,671 97,685

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△144,671 97,685

普通株式の期中平均株式数（株） 14,300 14,300

潜在株式調整後１株当たり当期純利益の算定

に用いられた普通株式増加数（株）

（新株予約権）

－ －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

 

平成17年８月23日臨時株主総会

 特別決議　新株予約権（128株）

平成17年８月23日臨時株主総会

 特別決議　新株予約権（128株）
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（重要な後発事象）

前連結会計年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　該当事項はありません。

当連結会計年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

　該当事項はありません。
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５．個別財務諸表
(1）貸借対照表

  
前事業年度

（平成19年８月31日）
当事業年度

（平成20年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減

（千円）

（資産の部）         

Ⅰ　流動資産         

１　現金及び預金   563,413   338,176   

２　売掛金 ※１  517,566   635,071   

３　商品   2,047   3,120   

４　貯蔵品   8,909   7,674   

５　販売用不動産   －   95,238   

６　前払費用   71,479   62,909   

７　繰延税金資産   17,658   34,510   

８　未収入金   17,164   894   

９　立替金 ※１  518,503   768,262   

10　その他   1,347   12,454   

貸倒引当金   △106   －   

流動資産合計   1,717,984 65.5  1,958,312 66.8 240,328
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前事業年度

（平成19年８月31日）
当事業年度

（平成20年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減

（千円）

Ⅱ　固定資産         

１　有形固定資産         

(1）建物  4,343   6,151    

減価償却累計額  △898 3,444  △1,519 4,631  1,187

(2）構築物  2,011   2,011    

減価償却累計額  △508 1,502  △672 1,339  △163

(3）車両運搬具  1,205   1,205    

減価償却累計額  △1,020 185  △1,092 113  △71

(4）工具器具備品  34,237   38,915    

減価償却累計額  △19,064 15,173  △24,676 14,238  △934

(5）土地   15,000   15,000  －

(6）リース資産  －   3,471   3,471

リース資産減価償却累
計額

 － －  △578 2,893  △578

有形固定資産合計   35,305 1.3  38,216 1.3 2,910

２　無形固定資産         

(1）電話加入権   1,570   1,570   

(2）商標権   1,599   1,409   

(3）リース資産   －   24,792   

(4）のれん   19,031   59,422   

無形固定資産合計   22,201 0.9  87,194 2.9 64,993

３　投資その他の資産         

(1）投資有価証券   92,988   13,246   

(2）関係会社株式   428,376   452,376   

(3）長期前払費用   2,702   4,284   

(4）差入保証金   298,744   363,765   

(5）従業員長期貸付金   4,294   3,060   

(6）その他   20,250   14,102   

　　貸倒引当金   －   △1,562   

投資その他の資産合計   847,355 32.3  849,273 29.0 1,917

固定資産合計   904,863 34.5  974,684 33.2 69,821

資産合計   2,622,847 100.0  2,932,997 100.0 310,149
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前事業年度

（平成19年８月31日）
当事業年度

（平成20年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減

（千円）

（負債の部）         

Ⅰ　流動負債         

１　買掛金 ※１  12,109   27,313   

２　短期借入金   757,600   788,000   

３　一年内返済予定の長期借
入金

  209,754   257,598   

４　未払金   229,911   286,166   

５　未払費用   23,001   67,841   

６　未払法人税等   25,468   41,358   

７　前受金   3,566   3,025   

８　預り金   15,172   36,685   

９　賞与引当金   32,394   41,703   

10　その他   681   18,257   

流動負債合計   1,309,657 49.9  1,567,949 53.5 258,291

Ⅱ　固定負債         

１　長期借入金   326,600   288,188   

２　退職給付引当金   30,211   35,982   

４　長期預り金   147,438   87,304   

４　その他   －   23,294   

固定負債合計   504,249 19.3  434,769 14.8 △69,479

負債合計   1,813,907 69.2  2,002,719 68.3 188,812
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前事業年度

（平成19年８月31日）
当事業年度

（平成20年８月31日）
対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

増減

（千円）

（純資産の部）         

Ⅰ　株主資本         

１　資本金   869,750 33.2  869,750 29.7 －

２　資本剰余金         

資本準備金  389,750   389,750    

資本剰余金合計   389,750 14.9  389,750 13.2 －

３　利益剰余金         

その他利益剰余金         

繰越利益剰余金  △430,191   △329,222    

利益剰余金合計   △430,191 △16.4  △329,222 △11.2 100,968

株主資本合計   829,308 31.6  930,277 31.7 100,968

Ⅱ　評価・換算差額等         

その他有価証券評価差額
金

  △20,368 △0.8  － 0.0 20,368

評価・換算差額等合計   △20,368 △0.8  － 0.0 20,368

純資産合計   808,939 30.8  930,277 31.7 121,337

負債純資産合計   2,622,847 100.0  2,932,997 100.0 310,149
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(2）損益計算書

  
前事業年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

 
 

Ⅰ　売上高         

１　介護事業売上高  3,355,706   4,532,075    

２　その他事業売上高  146,000 3,501,706 100.0 － 4,532,075 100.0 1,030,368

Ⅱ　売上原価         

１　介護事業売上原価  2,761,141   3,564,663    

２　その他事業売上原価  125,198 2,886,339 82.4 － 3,564,663 78.7 678,324

売上総利益   615,367 17.6  967,412 21.3 352,044

Ⅲ　販売費及び一般管理費         

１　広告宣伝費  14,225   9,099    

２　貸倒引当金繰入額  －   1,456    

３　役員報酬  33,988   40,625    

４　給料手当  227,358   241,098    

５　賞与  29,849   32,283    

６　賞与引当金繰入額  6,098   7,251    

７　法定福利費  35,525   44,377    

８　福利厚生費  2,215   3,060    

９　退職給付費用  3,262   1,970    

10　旅費交通費  39,766   36,313    

11　通信費  19,940   16,664    

12　地代家賃  21,005   25,209    

13　減価償却費  1,093   3,187    

14　支払手数料  80,426   76,515    

15　租税公課  56,484   79,247    

16　消耗品費  8,969   11,173    

17　社員採用費  27,144   30,792    

18　賃借料  24,106   26,771    

19　その他  17,455 648,914 18.6 51,845 738,944 16.3 90,029

営業利益
又は営業損失（△）

  △33,547 △1.0  228,467 5.0 262,014
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前事業年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

対前年比

区分
注記
番号

金額（千円）
百分比
（％）

金額（千円）
百分比
（％）

 
 

Ⅳ　営業外収益         

１　受取利息  10,526   12,008    

２　受取配当金  3,294   5,261    

３　自動販売機収入  1,133   1,289    

４　開所祝い金  30   120    

５　投資有価証券売却益  12,388   －    

６　補助金収入  6,310   2,484    

７　雑収入  318 34,000 1.0 3,123 24,288 0.5 △9,712

Ⅴ　営業外費用         

１　支払利息  25,406   27,571    

２　雑損失  2,660 28,066 0.8 3,791 31,362 0.7 3,295

経常利益
又は経常損失（△）

  △27,614 △0.8  221,393 4.8 249,007

Ⅵ　特別利益         

１　固定資産売却益 ※１ 492   －    

２　営業譲渡益  －   10,000    

３　ソフトウェア開発契約違
約金収入

 －   3,920    

４　その他  48 540 0.0 － 13,920 0.3 13,379

Ⅶ　特別損失         

１　固定資産除却損 ※２ 683   －    

２　投資有価証券評価損  11,520   100,109    

３　投資有価証券売却損  －   15,000    

４　和解金  －   2,500    

５　不動産整理損 ※３ 169,970   －    

６　固定資産売却損 ※４ －   276    

７　その他特別損失  1,909 184,083 5.2 1,819 119,706 2.6 △64,377

税引前当期純利益又は税
引前当期純損失（△）

  △211,156 △6.0  115,607 2.5 326,764

法人税、住民税
及び事業税

 19,451   31,489    

法人税等調整額  △3,027 16,423 0.5 △16,851 14,638 0.3 △1,785

当期純利益又は当期純損
失（△）

  △227,580 △6.5  100,968 2.2 328,549
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売上原価明細書

１．介護事業売上原価

  
前事業年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  163,808 5.9 262,879 7.4

Ⅱ　労務費  1,695,697 61.4 2,204,648 61.8

Ⅲ　経費 ※１ 901,635 32.7 1,097,135 30.8

当期売上原価  2,761,141 100.0 3,564,663 100.0

　（注）※１　主な内訳は、次の通りであります。

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

地代家賃 450,050千円

水道光熱費 116,954千円

消耗品費 40,716千円

賃借料 54,319千円

旅費交通費 62,373千円

減価償却費 9,787千円

地代家賃 546,024千円

水道光熱費 158,598千円

消耗品費 55,761千円

賃借料 69,154千円

旅費交通費 72,779千円

減価償却費 6,631千円

２．その他事業売上原価

  
前事業年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

区分
注記
番号

金額（千円）
構成比
（％）

金額（千円）
構成比
（％）

不動産購入費  125,198 100.0 － －

当期売上原価  125,198 100.0 － －
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(3）株主資本等変動計算書

前事業年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金資本準備金

資本剰余金
合計

繰越利益剰
余金

利益剰余金
合計

平成18年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 389,750 △202,610 △202,610 1,056,889 1,278 1,058,168

事業年度中の変動額         

新株の発行         

当期純損失（△）    △227,580 △227,580 △227,580  △227,580

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

      △21,647 △21,647

事業年度中の変動額合計（千円）    △227,580 △227,580 △227,580 △21,647 △249,228

平成19年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 389,750 △430,191 △430,191 829,308 △20,368 808,939

当事業年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

 

株主資本
評価・換算
差額等

純資産合計

資本金

資本剰余金 利益剰余金
株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金資本準備金

資本剰余金
合計

繰越利益剰
余金

利益剰余金
合計

平成19年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 389,750 △430,191 △430,191 829,308 △20,368 808,939

事業年度中の変動額         

新株の発行         

当期純利益    100,968 100,968 100,968  100,968

株主資本以外の項目の事業年度中の
変動額（純額）

      20,368 20,368

事業年度中の変動額合計（千円）    100,968 100,968 100,968 20,368 121,337

平成20年８月31日残高（千円） 869,750 389,750 389,750 △329,222 △329,222 930,277 － 930,277
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継続企業の前提に重要な疑義を抱かせる事象又は状況

　該当事項はありません。
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重要な会計方針

項目
前事業年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

１　有価証券の評価基準及び

評価方法

ａ子会社株式

移動平均法に基づく原価法

ａ子会社株式

同左

ｂその他有価証券

時価のあるもの

決算期末日の市場価格等に基づく時

価法

（評価差額は全部純資産直入法によ

り処理し、売却原価は移動平均法に

より算定）

ｂその他有価証券

同左

 

 

２　たな卸資産の評価基準及

び評価方法

ａ商品

最終仕入原価法

ａ商品

同左

ｂ貯蔵品

最終仕入原価法

ｂ貯蔵品

同左

ｃ販売用不動産

──────

ｃ販売用不動産

個別法による原価法
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項目
前事業年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

３　固定資産の減価償却の方

法

有形固定資産

　定率法

　ただし、建物（附属設備を除く。）は

定額法によっております。

　尚、主な耐用年数は以下のとおりであ

ります。

建物　　　　　　　　　３年～24年

構築物　　　　　　　　　　　20年

車両運搬具　　　　　　　　　２年

工具器具備品　　　　　４年～20年

ａ有形固定資産（リース資産を除く）

　定率法

同左

 

 

 

 

 （会計方針の変更）

　当事業年度より、法人税法の改正

（（所得税法等の一部を改正する法律

平成19年３月30日 法律第６号）及び

（法人税法施行令の一部を改正する政

令 平成19年３月30日 政令第83号））に

伴い、平成19年４月１日以降に取得した

固定資産については、改正法人税法に規

定する償却方法により減価償却費を計上

しております。これによる損益に与える

影響は軽微であります。

（追加情報）

　当事業年度から、平成19年度の法人税

法等の改正に伴い、平成19年３月31日以

前に取得した減価償却資産については、

改正前の法人税法に基づく減価償却の方

法の適用により取得価額の５％に到達し

た事業年度の翌事業年度より、取得価額

の５％相当額と備忘価額との差額を５年

間にわたり均等償却し減価償却費に含め

て計上しております。

　これによる当事業年度の損益に与える

影響は軽微であります。

 ｂリース資産

　所有権移転外ファイナンス・リース取

引に係るリース資産については、リース

期間を耐用年数とし残存価額を零とする

定額法を採用しております。

（会計方針の変更）

「リース取引に関する会計基準」（企業

会計基準第13 号（平成５年６月17日

（企業会計審議会第一部会）、平成19年

３月30 日改正））および「リース取引

に関する会計基準の適用指針」（企業会

計基準適用指針第16号（平成６年１月18

日（日本公認会計士協会会計制度委員会）、

平成19年３月30日改正））が平成19年４

月１日以後開始する事業年度から適用で

きることになったことに伴い、当事業年

度より同会計基準および同適用指針を適

用しております。

　なお、リース取引開始日が会計処理基

準適用初年度開始前のリース取引につい

ては、引き続き通常の賃貸借取引に係る

方法に準じた会計処理を適用しておりま

す。

　又、中間財務諸表には、本会計基準が

適用されておらず、改正前会計基準で必

要とされていた注記がなされておりま

す。

　これによる当事業年度の損益に与える

影響は軽微であります。
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項目
前事業年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

４　引当金の計上基準 (1）貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、

一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込

額を計上しております。

(1）貸倒引当金

同左

(2）賞与引当金

　従業員に対して支給する賞与の支出に

充てるため、支給見込額に基づき当事業

年度に見合う分を計上しております。

(2）賞与引当金

同左

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異については、

発生年度の翌期より平均残存勤務期間以

内の一定年数（４年）による定額法によ

り処理することとしております。

(3）退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事

業年度末における退職給付債務の見込額

に基づき計上しております。

　なお、数理計算上の差異については、

発生年度の翌期より平均残存勤務期間以

内の一定年数（２年）による定額法によ

り処理することとしております。

（追加情報）

　数理計算上の差異は、発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数に

よる定額法により按分した額を、それぞ

れ発生の翌事業年度から費用処理するこ

ととしておりますが、従業員の平均残存

勤務期間を見直した結果、当事業年度よ

り数理計算上の差異の処理年数を従来の

４年から２年に変更しております。

　なお、これによる当事業年度の損益に

与える影響は軽微であります。

５　リース取引の処理方法 　リース物件の所有権が借主に移転すると

認められるもの以外のファイナンス・リー

ス取引については、通常の賃貸借取引に係

る方法に準じた会計処理によっております。

──────　

６　ヘッジ会計の方法 ａヘッジ会計の方法

　当社の利用する金利スワップについて

は特例処理の要件を満たしているので、

特例処理を採用しております。

ａヘッジ会計の方法

同左

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……金利スワップ

ヘッジ対象……借入金の利息

ｂヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段……同左

ヘッジ対象……同左

ｃヘッジ方針

　借入金の金利変動リスクを回避する目

的で金利スワップ取引を行っております。

ｃヘッジ方針

同左

ｄヘッジ有効性評価の方法

　金利スワップの特例処理の要件を満た

しているため、有効性の判定を省略して

おります。

ｄヘッジ有効性評価の方法

同左

７　その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項

消費税等の会計処理

　消費税等の会計処理は、税抜方式によっ

ております。

消費税等の会計処理

同左
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会計処理方法の変更

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

（企業結合に係る会計基準等）

　当事業年度より、「企業結合に係る会計基準」（企業会

計審議会　平成15年10月31日）及び「事業分離等に関する

会計基準」（企業会計基準委員会　平成17年12月27日　企

業会計基準第７号）並びに改正前「企業結合会計基準及び

事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委

員会　平成17年12月27日　企業会計基準適用指針第10号）

を適用しております。 

──────　

──────　
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注記事項

（貸借対照表関係）

前事業年度
（平成19年８月31日）

当事業年度
（平成20年８月31日）

※１　（関係会社に対する資産及び負債）

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

※１　（関係会社に対する資産及び負債）

　区分掲記されたもの以外で各科目に含まれている

ものは、次のとおりであります。

売掛金 68,841千円

立替金 440,671千円

未払金 1,409千円

売掛金 83,259千円

立替金 703,955千円

買掛金 27,313千円
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（損益計算書関係）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

※１　固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 ※１　　　　　　　　──────　

 

車両運搬具 492千円

※２　固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 ※２　　　　　　　　──────　

建物 16千円

構築物 563千円

工具器具備品 103千円

　計 683千円

 ※３　不動産整理損の内容は次のとおりであります。

　時価（固定資産税評価額）と乖離した不動産取引に

おいて、中間期に販売用不動産評価損を計上しており、

当期売却いたしましたが、当該取引を通常の不動産取

引同様に営業取引として処理するのは適切ではないと

判断し、中間期計上の評価損と物件売却損益をすべて

とりまとめて不動産整理損として特別損失計上いたし

ました。

 ※３　　　　　　　　──────　

 

 ※４　　　　　　　　　──────　  ※４　固定資産売却損の内容は次のとおりであります。

建物 276千円
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（株主資本等変動計算書関係）

前事業年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

自己株式に関する事項

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

自己株式に関する事項

　該当事項はありません。
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（リース取引関係）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以

外のファイナンス・リース取引

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

１　リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、

減損損失累計額相当額及び期末残高相当額

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 103,431 36,897 66,533

ソフトウェア 34,769 18,473 16,296

合計 138,201 55,370 82,830

 
取得価額相
当額
（千円）

減価償却累
計額相当額
（千円）

期末残高相
当額
（千円）

工具器具備品 112,218 54,315 57,902

ソフトウェア 63,037 25,607 37,429

合計 175,255 79,923 95,332

２　未経過リース料期末残高相当額等 ２　未経過リース料期末残高相当額等

未経過リース料期末残高相当額 未経過リース料期末残高相当額

１年内 27,422千円

１年超 56,714千円

合計 84,137千円

１年内 56,891千円

１年超 47,809千円

合計 104,700千円

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

３　支払リース料、リース資産減損勘定の取崩額、減価償

却費相当額、支払利息相当額及び減損損失

支払リース料 27,198千円

減価償却費相当額 25,874千円

支払利息相当額 1,756千円

支払リース料 33,906千円

減価償却費相当額 32,142千円

支払利息相当額 1,751千円

４　減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額

法によっております。

４　減価償却費相当額の算定方法

同左

５　利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得価額相当額の差額を

利息相当額とし、各期への配分方法については、利息

法によっております。

５　利息相当額の算定方法

同左

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。

（減損損失について）

　リース資産に配分された減損損失はありません。
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（有価証券関係）

　前事業年度（自平成18年９月１日　至平成19年８月31日）及び当事業年度（自平成19年９月１日　至平成20年８

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。
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（税効果会計関係）

前事業年度
（平成19年８月31日）

当事業年度
（平成20年８月31日）

１　繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の内

訳

１　繰延税金資産及び繰延税金負債発生の主な原因別の内

訳

（繰延税金資産・流動） （繰延税金資産・流動）

賞与引当金 13,087千円

貸倒引当金 42千円

退職給付引当金 12,205千円

未払法定福利費 1,494千円

未払事業税 2,381千円

一括償却資産 272千円

未払事業所税 379千円

投資有価証券評価損 16,336千円

繰越欠損金 104,043千円

小計 150,243千円

評価性引当額 △132,585千円

繰延税金資産 17,658千円

賞与引当金 16,848千円

貸倒引当金 631千円

退職給付引当金 14,236千円

未払法定福利費 2,514千円

未払事業税 4,900千円

一括償却資産 514千円

未払事業所税 824千円

投資有価証券評価損 40,444千円

その他 8,276千円

小計 89,190千円

評価性引当額 △54,680千円

繰延税金資産 34,510千円

（注）繰延税金資産・負債の純額は、貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

（注）繰延税金資産・負債の純額は、貸借対照表の以下の

項目に含まれております。

流動資産　－　繰延税金資産 17,658千円 流動資産　－　繰延税金資産 34,510千円

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

２　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担と

の差異の原因となった主な項目別の内訳

税引前当期純損失を計上しているため、記載しており

ません。

 

法定実効税率 40.4％

（調整）  

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3％

住民税均等割額 18.9％

評価性引当額 △49.2％

その他 0.2％

税効果会計適用後の法人税等の負担率 12.7％
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（企業結合関係）

「４連結財務諸表等　注記事項（企業結合等関係）」に記載のとおりであります。
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（１株当たり情報）

前事業年度
（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

１株当たり純資産額 56,569.23円

１株当たり当期純損失金額 15,914.72円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につい

ては、潜在株式は存在するものの、１株当たり当期純損

失であるため記載しておりません。

 

１株当たり純資産額 65,054.39円

１株当たり当期純利益金額 7,060.77円

　なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益額につい

ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。

　（注）　算定上の基礎

１　１株当たり純資産額

項目
前事業年度末

（平成19年８月31日）
当事業年度末

（平成20年８月31日）

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円） 808,939 930,277

普通株式に係る純資産額（千円） 808,939 930,277

貸借対照表の純資産の部の合計額（千円）純

資産の部の合計額と１株当たり純資産額の算

定に用いられた普通株式に係る事業年度末の

純資産額との差額（千円）

－ －

普通株式の発行済株式数（株） 14,300 14,300

普通株式の自己株式数（株） － －

１株当たり純資産額の算定に用いられた普通

株式の数（株）
14,300 14,300

２　１株当たり当期純利益金額又は１株当たり当期純損失及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益

 項目
前事業年度

（自　平成18年９月１日
至　平成19年８月31日）

当事業年度
（自　平成19年９月１日
至　平成20年８月31日）

損益計算書上の当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△227,580 100,968

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る当期純利益又は当期純損失

（△）（千円）
△227,580 100,968

普通株式の期中平均株式数（株） 14,300 14,300

潜在株式調整後の１株当たり当期純利益の算

定に用いた普通株式増加数（株）

（新株予約権）

－ －

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後

１株当たり当期純利益の算定に含めなかった

潜在株式の概要

 

 平成17年８月23日臨時株主総会

 特別決議　新株予約権（128株）

 平成17年８月23日臨時株主総会

 特別決議　新株予約権（128株）
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（重要な後発事象）

前事業年度（自　平成18年９月１日　至　平成19年８月31日）

　該当事項はありません。

当事業年度（自　平成19年９月１日　至　平成20年８月31日）

　当社は、平成20年６月17日開催の取締役会において、平成20年９月１日をもって、連結子会社の有限会社アイ

クリエイトを吸収合併することを決議いたしました。

　①合併の目的

　　介護施設を運営する連結子会社の経営を統合することにより、経営の合理化を図ることを目的とします。

　②合併の要旨

　　ａ合併の日程

　　　合併決議取締役会 平成20年６月17日

　　　合併効力発生日　 平成20年９月１日

　　ｂ合併方式

　　　メディカル・ケア・サービス株式会社を存続会社とする吸収合併方式で、有限会社アイクリエイトは解

　　　散致します。ただし、存続会社の資本金は従来と変更なく8億6,975万円といたします。

　　ｃ合併比率

　　　合併当事会社は当社および当社の100%子会社であるため、合併比率の取り決めはありません。

　③被合併会社の概要

商　号 有限会社アイクリエイト

主たる事業内容 介護事業

設立年月日 平成16年10月19日

本店所在地 静岡県袋井市堀越二丁目14番地の１

代表者 山﨑　千里　　

売上高 45,712千円

当期利益 △6,537千円

資産の額 19,193千円

負債の額 10,679千円

純資産の額 8,513千円

従業員数 19人

　④当社業績に与える影響

　　合併による、平成21年8月期事業年度に与える影響は、約23百万円が特別損失に計上されると見込まれ

　　ます。
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６．その他
(1）役員の異動

①　代表取締役の異動

　代表取締役の異動はありません。

②　その他の役員の異動

　その他の役員の異動はありません。

 

(2）その他

 該当事項はありません。
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